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研究要旨 
厚生労働省腎疾患対策検討会報告書で示された慢性腎臓病(CKD)対策の社会実装のため、地域における CKD

診療連携体制の構築が求められている。 
 当分科会では各地域における 1)医療連携体制構築の実態調査、2)専門医療機関等の所在情報の共有、3)
連携好事例の収集と共有、4)医師会、専門医療機関、行政担当者等と行われる体制構築の進捗管理と情報
共有のための会議の実施、5)各種紹介基準の普及、6)連携実績の検証体制構築などを支援する。本年度は 3
つのブロック（中国、南関東、東京都）で他地域に先行してブロック会議を実施するとともに、都道府県の
CKD 診療連携体制の実態のアンケート調査を立案し 2020 年 3 月から調査を実施した。 

 
A．研究目的 
厚生労働相腎疾患対策検討会報告書で以下の課

題が抽出されている。すなわち、 
 かかりつけ医等から腎臓専門医療機関等、ある

いは、糖尿病専門医療機関等に紹介すべき基準
の周知が不十分である。 

 かかりつけ医等が連携すべき腎臓専門医療機関
等の周知が不十分である。 

 かかりつけ医等と腎臓専門医療機関等の連携に
おける好事例の行政機関、関連学会や関係団体
等における十分な共有と、医療提供体制の均て
ん化が進んでいない。   

以上の課題を踏まえ、慢性腎臓病(CKD)対策を社
会実装すべく、地域における CKD 重症化予防のた
めの診療連携体制の構築を支援するため、以下の
各項を実施することを目的とする。 
(1) 日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会各ブロッ

ク責任者、都道府県代表者が中心となり、地域
の医療連携体制構築の実態を調査する。専門
医が希薄、不在の地域については、腎臓領域に
見識のあるかかりつけ医等に責任者の役割を
委嘱する。 

(2) 各地域で腎臓専門医療機関等の情報を共有す
べく、所在情報を一元化し共有する。 

(3) 各ブロックの好事例を収集し、共有する。 
(4) かかりつけ医、専門医療機関、医師会、行政担

当者、保健師等と診療連携体制構築のための
会議体が構築できていないところは、各都道

府県代表を中心にしてその立ち上げに努める。
すでに、会議体を構築した地域では、進捗管理
のための定例会議を行う。 

(5) 紹介基準（かかりつけ医～専門医、専門医間）
の普及を促進する。 

(6) 腎臓専門機関への紹介率、逆紹介率を算出で
きる体制を各地で構築する。 

 
B．研究方法 
上記目的を達成するため、以下を実施する。 
1．ブロック会議の開催 
日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会で選定され
た各地方ブロックを基本単位として、地域におけ
る診療連携体制構築のためブロック内の都道府県
代表、かかりつけ医、専門医療機関、医師会、行政
担当者、保健師等が一堂に会し地域における CKD対
策の状況認識や情報共有、進捗管理を目的とした
会議を実施する。 
2．都道府県代表による医療連携体制の実態調査の
支援 
地域における医療連携体制の実態把握のための
アンケート調査を立案し、日本腎臓病協会慢性腎
臓病対策部会の都道府県代表による調査を実施す
る。 
 
C．研究結果 
1．ブロック会議の開催 
1) 中国ブロック会議 
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 2019 年 12 月 18 日に岡山コンベンションセンタ
ーにて、中国ブロック慢性腎臓病対策会議を開催
した。中国地方における CKD の現状および対策に
ついて、厚生労働省、各行政担当者（岡山県、岡山
市、倉敷市、広島県、広島市、島根県、松江市、鳥
取県、鳥取市）、各大学・病院からの代表（岡山大
学、川崎医科大学、広島大学、山口大学、島根大学、
鳥取県立中央病院、旭川医科大学、東京慈恵会医科
大学）が集い、意見交換を行った。  
 柏原直樹代表（厚生労働行政推進調査事業補助
金（腎疾患政策研究事業）「腎疾患対策検討会報告
書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提
言に資するエビデンス構築」班）より腎疾患対策検
討会報告書の概要と報告書に基づく対策の進捗状
況ついて、本研究班伊藤孝史代表より各都道府県
における普及啓発活動や CKD 診療連携体制構築の
支援等について報告された。また厚生労働省にお
ける腎疾患対策の取り組みについて、2019 年度事
業報告や特別対策事業費の活用事例紹介等につい
て報告があった。 
 また、医療者と行政の課題の共有をはかる目的
でグループディスカッションが行われ、各県・市で
行われている CKD 対策についての取り組みが紹介
され、その中で CKD 普及・啓発についての課題や、
行政と医療者との連携についての課題などを共有
した。 
 
2) 東京都・南関東ブロック会議 
 2020 年 2 月 7 日にステーションカンファレンス
東京にて、東京都・南関東 CKD 対策会議を開催し
た。地域における CKD 対策の現状および今後の方
向性について、厚生労働省、各行政担当者（東京都、
八王子市、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、
横須賀市、千葉県、千葉市、船橋市、柏市、埼玉県、
川越市、越谷市、川口市、吉川市）、医療者（柏原
代表、伊藤代表、日本腎臓病協会の南学東京都代表、
岡田南関東ブロック責任者をはじめとする各県代
表）の計 33 名が出席し、意見交換を行った。 
 柏原代表、伊藤代表より、各班の研究計画や進捗
状況等について、厚生労働省の担当補佐から、国の
様々な施策における腎疾患対策の位置付けや来年
度の関連予算等について報告されるとともに、神
奈川県と埼玉県吉川市から、先進事例が報告され
た。 
 また、各都県・政令市・中核市に分かれてのグル
ープディスカッションを通じて、CKD 普及啓発や診
療体制構築における課題などを共有し、各地域に
おいて今後の CKD 対策を進めていくための意見交
換を行なった。 
 
2．都道府県代表による CKD 診療連携体制の実態調
査の支援 
アンケート調査項目を検討し、下記のように立案

した。 
1）診療連携体制の実態調査  
• 各県内の腎臓専門医数 
• 腎臓学会研修施設数 または 腎臓専門医所属施

設数 
• 上記以外の専門医療機関の数＊ 
• 会議体の設置の有無、あれば具体的に（ブロッ

ク単位、都道府県単位、市町村単位など） 
• エリアの CKD 診療連携制度の有無 
• 上記で「有」と答えた場合は合計を、「無」と答

えた場合は自施設のみ 
① CKD 診療連携制度に参加しているかかりつけ医

数＊＊ 
② CKD 診療連携制度に参加している専門医療機関

数＊＊ 
③ CKD の重症度による紹介基準に則った腎臓専門

医療機関等への紹介数・逆紹介数 
④ CKD の重症度による紹介基準に則った腎臓専門

医療機関等への紹介施設数・逆紹介施設数 
• 紹介基準の利用による好事例（早期介入など）

の有無、あれば具体的に 
• 県医師会や郡市医師会との連携状況 
• 行政との連携状況 
• 糖尿病対策推進会議との連携の有無 
• その他、保健師、医師会との連携の有無、あれ

ば具体的に 
• かかりつけ医と専門医の間での連携パスの使用

の有無、あれば具体的に 
• 診療連携体制の好事例の有無、あれば具体的に 
2）腎臓専門医のいない地域（あるいは 4人未満の
少ない地域）の現況 
• 看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等との連携

強化の有無 
• 非腎臓専門医（かかりつけ医を含む）を中心と

した連携体制構築の有無 
3）患者会との連携の有無 
 
＊：腎臓学会研修施設、腎臓専門医所属施設には該
当しないが、実質的な腎臓病診療を実施している
施設 
＊＊：CKD 診療連携制度が「無」の場合は、自施設と
の連携かかりつけ医・施設数 
 
2020 年 3 月末までに上記項目を各都道府県の代表
者に送付し、調査を開始した。 
 
D．考察 
 3 ブロックが他地域に先行してブロック会議（計
2回、うち 1回は 2ブロック合同）を実施した。医
療側（日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会ブロッ
ク代表ならびに各都道府県代表）と行政担当者（厚
労省、地方自治体）を基本的な枠組みとして、地域
における CKD 対策の状況・課題の認識、好事例・先
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進事例の共有が行われ、各ステークホルダーが互
いに顔の見える関係で意思疎通することに資する
機会となったと考えられる。今後は他のブロック
においても順次実施を促していく予定である。 
 本分科会による日本腎臓病協会慢性腎臓病対策
部会各都道府県代表に対する調査に先立ち、本年
度厚生労働省により都道府県の CKD 対策担当部署
に対し各都道府県の腎疾患医療対策に関する調査
が実施された。この調査においては慢性腎臓病
（CKD）診療連携体制の構築に関して、① CKD 対策
に関して議論する会議体の設置の有無、②会議体
を設置している場合、その会議体の枠組み（内訳）、
③ 「CKD に関する健診判定と対応の分類例」や「か
かりつけ医から腎臓専門医・専門医療機関への紹
介基準」等の周知の実施の有無、④ 腎臓専門医療
機関のリストの有無、⑤ ④の周知方法（例：WEB、
医療機関等への配布等）についての行政の取り組
み（2020 年 1月現在）が調査された。 
 その結果①の CKD 対策に関して議論する会議体
は 35都道府県で設置済となっており、②の会議の
枠組みは CKD 単独が 17件、糖尿病（性腎症）重症
化予防との合同が 16 件、その他 2件であった。ま
た③の医療機関受診勧奨基準、専門医療機関への
紹介基準の周知に関しては 25都府県で実施されて
いた。④ の腎臓専門医療機関のリスト作成は 23府
県で作成され、⑤の周知に関しては 19府県で周知
され、対象は一般市民、医療機関、医療関係者、行
政等とするものが 12 件、医療機関、医療関係者、
行政とするものが 7件、周知の方法は WEB（行政の
HP 等）で公開しているのは 11件、その他は医療機
関・行政へのリスト配布、研修会などにおけるリス
ト配布であった。 
 以上を踏まえ、本分科会としては引き続き未設
置県に会議体の設置を働きかけていくとともに、
各都道府県においては糖尿病性腎症以外の CKD、腎
臓領域難病の重症化予防対策、末期腎不全を含む
CKD 患者の QOL 対策についても行政と診療現場の
認識を共有し、糖尿病性腎症重症化予防対策と十
分に連携しながら漏れなく取り組みを進める必要
があると考えられる。また、医療機関受診勧奨基準、
専門医療機関への紹介基準の周知は健診からかか
りつけ医、専門医療機関への切れ目ない診療連携
に不可欠であり、紹介すべき専門医療機関のリス
ト作成は特に医療資源の乏しい地域での効率的な
診療連携のために重要であるため次年度に向け早
急に進めるべき課題と考える。二次医療圏単位で
の詳細な医療資源の把握と医療圏を共にする市町
村単位での行政・医師会等の各種機関の調整、連携
が必要であるため、引き続き都道府県代表の積極
的関与が望まれる。 
 なお、上記調査は行政側の視点での現状把握で
あることより、日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部
会都道府県代表者が中心となり現在実施中のアン

ケート調査により、医療現場の視点から地域の医
療機関と多職種の対策への関与の実態の詳細を把
握し、医療側と行政側の状況認識と対策の方向性
を共有しつつ、両者の緊密な連携のもと地域の実
情に応じた適切な診療連携対策の構築につなげて
ゆく必要がある。 
 
E．結論 
 診療連携体制構築のため、日本腎臓病協会慢性
腎臓病対策部会のブロック会議をブロック代表、
都道府県代表、行政担当者等の参加のもと、3ブロ
ック（中国、東京都、南関東）で実施した。 
 日本腎臓病協会慢性腎臓病対策部会の都道府県
代表による CKD 対策の診療連携体制に関するアン
ケート調査を立案し、2020年3月末から実施した。 
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